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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第83期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第82期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成19年
４月１日
至平成20年
３月31日

売上高（百万円） 65,759 263,728

経常利益（百万円） 2,933 9,140

四半期（当期）純利益（百万円） 926 5,019

純資産額（百万円） 89,096 83,656

総資産額（百万円） 261,236 237,815

１株当たり純資産額（円） 629.26 581.58

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
6.79 36.82

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ －

自己資本比率（％） 32.8 33.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
5,945 21,774

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△3,099 △9,033

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,733 △15,062

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
15,026 9,598

従業員数

（人）
8,581 8,494

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な　

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 8,581 (1,225)

  (注)１．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は、当第１四半期連結会計期間の平均人員を（  ）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 2,771 (92)

　(注)１．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は、当第１四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．準社員22名、嘱託47名が上記臨時雇用者数に含まれております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

金　　　額（百万円）

自動車機器事業 44,613

流通システム事業 14,915

その他の事業 1,567

計 61,095

　(注)１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）商品仕入実績

　当第１四半期連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

金　　　額（百万円）

自動車機器事業 1,285

流通システム事業 1,323

その他の事業 54

計 2,662

　(注)１．金額は実際購入価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）受注実績

　当社グループ（当社及び連結子会社）は見込生産を行っているため、該当事項はありません。
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(4）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

金　　　額（百万円）

自動車機器事業 47,256

流通システム事業 16,848

その他の事業 1,654

計 65,759

　(注)１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相　　手　　先

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

金　　額
（百万円）

割　　合
（％）

ＰＳＡグループ 7,702 11.7

　（注）　上記相手先についてはプジョー社及びシトロエン社とそのグループ企業を対象として記載しました。

EDINET提出書類

サンデン株式会社(E01913)

四半期報告書

 5/32



２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

　（１）業績

　当第１四半期における世界経済は、エネルギー・原材料価格の上昇や金融不安の影響を受けて先進国を中心

に減速しました。とりわけ米国経済は、金融不安問題を背景に景況感の悪化が強まっております。一方、国内経

済は原油及び原材料価格の高騰から景気の足踏み状態が続く展開となりました。

　当社は中期経営計画の事業ドメインをグローバル力と品質力をベースとした「環境」におき、①グローバル

戦略展開強化、②マーケティング強化、③技術開発強化、④モノ造り改革の４つの重点施策を展開しておりま

す。その取り組みの一つとして、スーパーやドラッグストアーなどの店舗設備向けにノンフロン型で省エネ効

果を高めた冷凍空調システム（従来比15%減）を開発し、大手コンビニエンスストアーに試験導入いたしまし

た。また、グローバル競争力向上を狙いとし、国内２社、海外３社をグループ再編するなど、積極的に事業基盤の

強化に努めてまいりました。

　当第１四半期連結会計期間における売上高は65,759百万円（前年同期比6.2%減）、営業利益は2,010百万円(前

年同期比45.5%減)、経常利益は2,933百万円（前年同期比31.8%減）、四半期純利益は926百万円（前年同期比

63.8%減）となりました。

　当第１四半期連結会計期間の事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。

①自動車機器事業

　中国市場においては市場成長に伴った需要増と積極的なビジネス活動の成果により増収となったものの、主

力である欧州市場に加え、米州・アジアでも景気減速及び為替変動による影響により減収となりました。

　その結果、売上高は47,256百万円（前年同期比6.8%減）、営業利益は4,061百万円（前年同期比24.2%減）とな

りました。

②流通システム事業

　店舗システム部門は、国内市場において、新たな業界とのコラボ戦略を推進展開してまいりましたが、ビジネ

ス環境は厳しい状況が継続しており、対前年同期比では微減となりました。

　ベンディングシステム部門は、国内市場では、一部主要顧客の積極的投資があったものの、全般的には投資抑

制傾向が継続し減収となりました。海外市場では、米国市場での主要顧客からの受注の遅れにより減収となり

ました。

　その結果、売上高は16,848百万円（前年同期比9.1%減）、営業損失は794百万円となりました。

③その他の事業

　住環境システム部門は、成長のための選択と集中により、自然系冷媒CO2使用の高効率給湯器「エコキュ

ート」の開発に係る投資を継続・実施するとともに、営業体制強化を図っております。

　また、新規２社の連結加入による売上増がありました。

　その結果、売上高は1,654百万円（前年同期比96.4%増）、営業損失は476百万円となりました。

　また、所在地別セグメントの概況は次のとおりであります。

①日本

　売上高は流通システム事業の市場環境悪化はあるものの、新規連結子会社２社の加入により増収となりまし

た。利益面では、生産性改善に努めましたが、減収及び為替影響を受け減益となりました。その結果、売上高は

21,048百万円（前年同期比4.0％増）、営業利益は1,116百万円（前年同期比57.2％減）となりました。

②アジア

　自動車機器事業は市場環境影響を受けました。利益面では、減収影響から減益となりました。その結果、売上高

は8,762百万円（前年同期比10.8％減）、営業利益は474百万円（前年同期比30.7％減）となりました。

③欧州

　自動車機器事業中心に市場環境悪化により減収となりました。利益面では、生産性の改善を図り増益となりま

した。その結果、売上高は26,767百万円（前年同期比6.9％減）、営業利益は1,007百万円（前年同期比12.9％増）

となりました。

④北米

　自動車機器事業及び流通システム事業ともに、米国景気減速と為替変動による減収となりました。利益面では

減収影響を受けましたが生産性改善により増益となりました。その結果、売上高は9,180百万円（前年同期比

18.5％減）、営業利益は316百万円（前年同期比5.9％増）となりました。

　（２）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ5,021百万円増加し、
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15,026百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益2,693百万円及び減価償却費3,463百万円の

増加を主に、5,945百万円の資金を創出しました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、生産設備の増強を中心に3,099百万円の資金を使用しました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金3,207百万円の増加を主に、1,733百万円の資金を調達しま

した。

　（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当社グループは、「21世紀初サンデン企業ビジョン」により「グローバル・エクセレント・カンパニーズ」の

実現を目指しております。

具体的には、グループの社員一人ひとりの活力を結集し、「冷やす・暖める・電子」をコア技術として、「環境

に対応する事業」をドメインに自動車機器システム事業、流通システム機器事業、住環境システム事業をグローバ

ルに展開、全てのステークホルダーに積極的に貢献し、世界中の人々から喜ばれ、尊敬されるグローバル企業を目

指しております。　

現在当社グループは、企業価値の向上を目指して、中期経営3ヵ年計画（2007年度～2009年度）を進行中であり、

最終年度である2009年度に過去最高の連結売上高、経常利益を更新すべく取組んでおります。　

本中期経営計画の事業ドメインをグローバル力と品質力をベースとした「環境」に置いております。

　「グローバル」：現在当社グループは、23ヶ国53拠点に展開し、世界中の一流顧客とお取引をいただいておりま

す。当社グループは、成長市場の原点をグローバルに置き展開してまいります。2008年、歴史ある創業の地、　伊勢崎

市にSanden Global Center（SGC）を創設し、STQM文化、品質経営、技術開発、モノ造りについて新たな成長ステー

ジへの転換を果たしてまいります。

「品質」：長年にわたるサンデン独自の全社的品質経営活動（STQM）を基盤にした品質管理への取組みは、デ

ミング賞・日本品質管理賞はじめ、グローバル顧客、関係機関での評価をいただいており、今後もグループにおい

て更なる進化をしてまいります。　

「環境」：2002年に「挑戦」「創造」「貢献」という基本コンセプトで群馬県赤城山麓に建設したサンデン

フォレスト・赤城事業所は、「環境企業サンデン」のまさに象徴であり、「自然と産業の共生」を実現するととも

に、「環境先進製品」の開発を通して新たな価値創造に取り組み、様々な情報発信、持続可能な社会の創造への貢

献に挑戦してまいります。

中期経営計画の基本戦略として、下記４つの重点施策を展開してまいります。

(1) グローバル戦略展開強化

　　　・グローバル経営資源の最大活用

　　　・グローバル人材の確保・育成強化

(2) マーケティング強化

　　　・グローバル成長エリア・市場への積極展開

　　　・国内販売力の強化

(3) 技術開発強化

　　　・技術開発センター(SGCT)の活用

　　　・「環境」を軸とした差別化技術開発の強化　

(4) モノ造り改革

　　　・モノ造り競争力の強化

　　　・グローバル最適生産・供給体制の確立

当期においては、世界的な原材料高騰の影響にも十分対応し、収益基盤強化に向けた「高効率経営の徹底」と、

中期的な成長のための「事業の競争力強化」を重点課題として認識し、業績向上へ向けてグループ一丸となって

実行力とスピードをもって取組む所存であります。
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重点と考える具体的な取組み事項は次のとおりであります。

 １）収益基盤強化に向けた高効率経営の徹底

①「固定費構造改革」の継続

   あらゆる仕事の見直しとムダの徹底した排除によって生産性の改善を進め、人材関連コストを含む固定費の　

　　　徹底した効率化についても継続して取組み、収益基盤の強化を図ります。

②「モノ造り」改革によるコスト競争力の強化

   部品コスト競争力を高めるための活動をグローバルで推進してまいります。

主な取組みは以下のとおりであります。

  ・部品の標準化を基本にした「生産工法革新と内製化」の推進   

  ・部品メーカーと一体となった主要部品の「ＶＡ／ＶＥ」の推進   

  ・グローバルネットワークを活用した「世界最適地調達」の強化

 ２）成長のための事業の競争力強化

  ①自動車機器事業の取組み

モノ造りの原点に帰り、グローバル生産拠点の強化とインド・中国等の成長市場への積極的展開、次世代商品開

発の加速をしてまいります。

コンプレッサー分野では、欧米環境規制に対応する為の商品「ＣＯ２コンプレッサー、新冷媒コンプレッサー、

電動コンプレッサー等」の次世代商品開発の一層の加速を図り、顧客期待に応えるとともに、信頼関係の拡大を実

現してまいります。  

カーエアコンシステムの分野では、「ＨＶＡＣ」システムの日本・アジアでの供給体制確立とビジネスの更な

る拡大に取組みます。

  ②流通システム事業の取組み

店舗システム部門においては、昨今における流通小売店舗業界の再編・見直しへの動き、また地球環境への対応

などから、今まで以上に環境対応を基本とした独自価値提供が不可欠と認識しております。今回当社が独立行政法

人　新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）のプロジェクト採択を受けて、開発を進めてまいりました、ノ

ンフロン型省エネ冷凍空調システムの技術開発が完了し、市場投入の準備段階となっております。今後につきまし

ては、この環境対応技術を中心に更なる顧客価値増大に向け活動を進めてまいります。

ベンディングシステム部門においては、原油高・原材料高騰等、厳しい市場環境の中で、

・継続的なコスト革新による利益体質の構築

・市場環境変化に対応する、環境対応機・省エネ商品の積極的な市場投入

・多様なニーズに対応した新商品開発による新ビジネス領域の拡大

を図ってまいります。

流通システム事業全体といたしましては、国内外及び店舗システム部門とベンディングシステム部門の枠を越

えたシナジー効果の追求により成長を図ってまいります。

  ③その他の事業の取組み

住環境システム部門においては、環境に配慮し、快適・健康・安心・省エネを追求した商品・システムの提供に

取組んでおります。特に、環境に優しい自然系冷媒使用の高効率給湯器「エコキュート」に資源を集中し、販売及

び商品の多様化を積極的に推進してまいります。

  また、通信モデム等の高付加価値製品の投入や、産官学連携・アライアンスを活用した先端技術の追求により、

新規ビジネス展開を加速し、事業領域の強化・拡大を図ってまいります。

 ３）会社の支配に関する基本方針について

  ①基本方針の内容

当社は、株主・投資家、顧客、取引先、地域社会、従業員等の様々なステークホルダーとの相互関係に基づき成り

立っており、ステークホルダーとの相互関係が当社の企業価値の源泉の重要な構成要素となっております。

従いまして、当社はステークホルダーとの信頼関係の構築・強化に努め、社会・環境・経済の全ての面において

バランスの取れた経営を行い、全てのステークホルダーに対する社会的責任を果たすと同時に、当社の企業価値ひ

いては株主の皆様の共同の利益の確保・向上に努めてまいります。　
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当社は、資本市場に公開された株式会社であるため、当社に対して投資していただいている株主の皆様には、当

社のかかる考えにご賛同いただいた上で、その意思により当社の経営を当社経営陣に委ねていただいているもの

と理解しております。かかる理解のもと、当社は、当社の財務及び事業の決定を支配する者の在り方についても、最

終的には、株主の皆様のご判断によるべきであると考えております。従いまして、当社株式の大量の買付行為がな

された場合にそれに応じるべきか否かは、最終的には株主の皆様全体の意思に基づき行われるべきであると考え

ます。

しかしながら、昨今のわが国資本市場の状況を考慮いたしますと、当社に対しましても当社株式の大量の買付行

為や買付提案があり、この中には株主及び投資家の皆様に対する必要十分な情報開示や熟慮のための機会が与え

られることなく、あるいは当社の取締役会が意見表明を行い、代替案を提案するための情報や充分な時間が提供さ

れずに、突如として株式の大量の買付行為が強行される者がある可能性も否定できません。　

このような当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を毀損する恐れがある大量の買付行為や買付提案

を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であると判断いたします。

  ②不適切な支配の防止のための取組み

当社は、平成20年6月24日開催の当社第82期定時株主総会の決議により、当社株式の大量取得行為に関する対応

策（本プラン）を導入いたしました。本プランの概要は以下のとおりであります。

(1) 当社は、取締役の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために本プランの発動等の運用に際しての実質的な判断

を客観的に行う機関として、独立委員会を設置いたします。　

(2) 本プランの発動に係る手続は以下のとおりであります。

　  ・本プランは、保有者の株券等保有割合が20%以上となる市場での買付等または株券等所有割合の合計が

20%以上となる公開買付けを適用対象といたします。買付等を行おうとする者には、あらかじめ本プラン

に定める手続に従っていただくことになります。

  　・買付者等は、当該買付等の実施に先立ち、当社に対して買付説明書を提出していただきます。独立委員会

は、当社取締役会に対しても、適宜必要と認める情報等を提示するよう要求することができます。

  　・独立委員会は、買付者等の買付等の内容の検討、買付者等と当社取締役会の事業計画等に関する情報収集

・比較検討、及び当社取締役会の提供する代替案の検討等を行います。

　  ・独立委員会は、買付者等による買付等が新株予約権の無償割当ての要件に該当し相当であると判断した場

合には、当社取締役会に対して新株予約権の無償割当ての実施を勧告いたします。なお、独立委員会は株

主の意思を確認するべき旨の留保を付すことができます。独立委員会が、買付者等による買付等が新株予

約権の無償割当ての要件のいずれにも該当しない、または新株予約権の無償割当ての実施が相当でない

と判断した場合には、当社取締役会に対して、新株予約権の無償割当ての不実施を勧告いたします。

　  ・当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重して新株予約権の無償割当ての実施または不実施等に関

する決議を速やかに行うものとします。ただし、当社取締役会は、独立委員会が新株予約権の無償割当て

の実施を勧告した場合において適切であると判断する場合、または独立委員会が株主の意思を確認する

べき旨の留保を付した勧告をした場合には、株主総会を招集することができるものとし、株主総会が開催

された場合、当該株主総会における株主の判断に従うものとします。

(3) 新株予約権の無償割当ての要件は次のとおりであります。

当社は、買付者等による買付等が次のいずれかに該当し相当と認められる場合、当社取締役会または株主総

会の決議により、新株予約権の無償割当てを実施することを予定しております。

　  ・本プランに定める手続を遵守しない買付等である場合

　  ・株券等を買い占めその株券等について当社に対して高値で買取りを要求する行為、当社の犠牲の下に買付

者等の利益を実現する経営を行うような行為等により、当社の企業価値・株主共同の利益に対する明白

な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合

　  ・株主に株式の売却を事実上強要するおそれのある買付等である場合

　  ・買付等の条件が当社の本源的価値に鑑み不十分または不適当な買付等である場合

　  ・当社の企業価値・株主共同の利益に反する重大なおそれをもたらす買付等である場合

　  ・買付者等が公序良俗の観点から当社の支配株主として不適切であると判断される場合
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(4) 新株予約権の無償割当ての概要

    本プランに基づく新株予約権の無償割当ての概要は、以下のとおりであります。

　  ・新株予約権の数は割当期日における当社の最終の発行済株式総数と同数とします。

　  ・当社株式1株につき新株予約権1個の割合で、新株予約権を割り当てます。

　  ・新株予約権1個の目的である当社株式の数は、別途調整がない限り1株とします。

　  ・新株予約権の行使に際して出資される財産の株式1株当たりの価額は、1円を下限として当社株式の1株の

時価の2分の1の金額を上限とする金額の範囲内で別途定める価額とします。

　  ・行使期間は1ヶ月間から3ヶ月間までの範囲で別途定める期間とします。

　  ・買付者等は、原則として新株予約権を行使することができません。

　  ・新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要します。

　  ・当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、全ての新株予約権を無償にて取得することができるも

のとします。

　  ・当社は、買付者等以外の者が有する新株予約権のうち未行使のもの全てを取得し、これと引換えに、新株予

約権1個につき対象株式数の当社株式を交付することができます。

(5) 本プランの有効期限は平成23年6月30日までに開催される当社第85期定時株主総会の終結の時までといたし

ます。

本プランの詳細については当社ホームページ（http://www.sanden.co.jp）をご覧ください。

  ③不適切な支配の防止のための取組みについての取締役会の判断

当社取締役会は、「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の要件を完

全に充足していること、株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されていること、株主意思を重視するも

のであること、独立性の高い社外者の判断を重視していること、発動につき合理的な客観的要件を設定しているこ

と、デッドハンド型買収防衛策ではないこと等の理由から、本プランが会社支配に関する基本方針に沿い、当社の

企業価値・株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社経営陣の地位の維持を目的とするものではないと判

断しております。

　（４）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,500百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
（１）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

（２）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要

な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 396,000,000

計 396,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

(平成20年６月30日)

提出日現在発行数（株）
(平成20年８月11日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 140,331,565 140,331,565

東京証券取引所

市場第一部

フランクフルト証券取

引所

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

計 140,331,565 140,331,565 － －

（２）【新株予約権等の状況】

 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 ①平成16年6月22日定時株主総会決議

 
第１四半期会計期間末現在
（平成20年6月30日）

新株予約権の数（個） 1,100

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,100,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 852,500,000

新株予約権の行使期間
自　平成18年10月 1日

至　平成20年 9月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格    852,500,000

資本組入額  426,800,000

新株予約権の行使の条件

新株予約権の行使は、取締役・執行役員または従業員で

あることを要する。但し、取締役・執行役員については、

権利行使開始日である平成18年10月１日に引き続きそ

の任にあれば、その後の退職に関わらず全額の権利行使

が出来るものとする。

但し、分割行使上限として、

①一回目（50%）平成18年10月1日から平成19年9月30日

②二回目（50%）平成19年10月1日から平成20年9月30日

とする。一回目の全部または一部を行使しなかった者

は、二回目の上限が不行使分だけ上乗せされるものとす

る。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 　－ 

②平成17年６月22日定時株主総会決議
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第１四半期会計期間末現在
（平成20年6月30日）

新株予約権の数（個） 1,243

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,243,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 686,136,000

新株予約権の行使期間
自　平成19年10月1日

至　平成21年9月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格      686,136,000

資本組入額    343,068,000

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において、

当社の取締役・執行役員・従業員または当社子会社等

の取締役・従業員であることを要する。

なお、本件新株予約権は、下記のそれぞれの期間内にそ

の所持する新株予約権１個をそれぞれ行使するものと

する。

①一回目（50%）平成19年10月1日から平成20年9月30日

②二回目（50%）平成20年10月1日から平成21年9月30日

とする。

一回目の行使をしなかった者は、その行使できる権利は

持ち越され、二回目の期間に全個を行使可能とする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには、取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成20年４月１日～

平成20年６月30日
－ 140,331,565 － 11,037 － 27,205

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。　

①【発行済株式】　

　 （平成20年３月31日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式

（自己株式等）
－ － －

議決権制限株式

（その他）
－ － －

完全議決権株式

（自己株式等）
   普通株式  　4,577,000 － －

完全議決権株式

（その他）
   普通株式  134,831,000 134,831 －

単元未満株式 923,565 － 一単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 140,331,565 － －

総株主の議決権 － 134,831 －

　（注）完全議決権株式(その他)には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株(議決権の数３個)含まれております。

　

　

②【自己株式等】

　 （平成20年３月31日現在）

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）      

サンデン株式会社
群馬県伊勢崎市寿町

20番地
3,592,000 － 3,592,000 2.56

（相互保有株式）      

旭産業株式会社
埼玉県本庄市沼和田

948番地
235,000 9,000 244,000 0.17

三和コーテックス株式会

社

群馬県伊勢崎市波志

江町4138-1
200,000 － 200,000 0.14

株式会社三和
群馬県前橋市二之宮

町575-1
516,000 － 516,000 0.37

三共興産株式会社
群馬県伊勢崎市寿町

83番地
25,000 － 25,000 0.02

計 － 4,568,000 9,000 4,577,000 3.26

　

　（注）　旭産業株式会社は、当社の取引先会社で構成される持株会（サンデン取引先持株会　群馬県伊勢崎市寿町20番

地）に加入しており、同持株会名義で当社株式9,000株を所有しております。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５　月 ６　月

最高（円） 439 520 524

最低（円） 376 411 475

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、 「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 15,039 9,611

受取手形及び売掛金 ※2
 65,349 62,922

有価証券 60 144

商品及び製品 ※3
 23,492 －

仕掛品 ※4
 5,752 －

原材料 ※5
 8,480 －

その他のたな卸資産 4,423 －

たな卸資産 － 40,430

繰延税金資産 3,025 4,035

未収入金 4,217 3,916

貸倒引当金 △1,027 △994

その他 7,212 6,364

流動資産合計 136,025 126,431

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 25,259 24,491

機械装置及び運搬具（純額） 28,312 25,261

工具、器具及び備品（純額） 3,806 4,097

土地 19,835 19,555

リース資産（純額） 8,351 －

建設仮勘定 4,771 5,821

有形固定資産合計 ※6
 90,336 79,226

無形固定資産

のれん 99 8

リース資産 233 －

その他 918 801

無形固定資産合計 1,251 809

投資その他の資産

投資有価証券 18,293 17,182

退職金年金基金 7,745 7,814

繰延税金資産 5,512 4,890

その他 2,239 1,633

貸倒引当金 △168 △173

投資その他の資産合計 33,621 31,347

固定資産合計 125,210 111,384

資産合計 261,236 237,815
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
（平成20年３月31日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 45,968 45,322

短期借入金 ※7
 16,044 12,220

1年内返済予定の長期借入金 ※8
 4,657 3,786

リース債務 2,645 －

未払金 6,448 9,477

未払法人税等 1,116 1,081

賞与引当金 4,821 3,332

売上割戻引当金 461 453

アフターサービス引当金 1,570 1,553

その他 13,010 8,876

流動負債合計 96,747 86,105

固定負債

社債 15,000 15,000

長期借入金 ※9
 42,849 41,855

リース債務 4,915 －

退職給付引当金 9,711 9,386

役員退職慰労引当金 218 207

環境費用引当金 536 524

負ののれん 421 －

繰延税金負債 1,203 340

その他 536 738

固定負債合計 75,392 68,053

負債合計 172,139 154,159

純資産の部

株主資本

資本金 11,037 11,037

資本剰余金 27,206 27,207

利益剰余金 38,537 35,962

自己株式 △2,229 △2,179

株主資本合計 74,552 72,027

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,186 1,798

繰延ヘッジ損益 162 10

為替換算調整勘定 8,891 5,460

評価・換算差額等合計 11,240 7,268

少数株主持分 3,303 4,360

純資産合計 89,096 83,656

負債純資産合計 261,236 237,815
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日）

売上高 ※1
 65,759

売上原価 ※2
 52,247

売上総利益 13,511

販売費及び一般管理費 ※3
 11,501

営業利益 2,010

営業外収益

受取利息 93

受取配当金 53

為替差益 580

持分法による投資利益 587

その他 290

営業外収益合計 1,606

営業外費用

支払利息 587

その他 96

営業外費用合計 683

経常利益 2,933

特別利益

固定資産売却益 6

その他 42

特別利益合計 48

特別損失

固定資産処分損 19

投資有価証券評価損 5

リース会計基準適用に伴う損失 256

その他 6

特別損失合計 288

税金等調整前四半期純利益 2,693

法人税等合計 1,666

少数株主利益 100

四半期純利益 926
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,693

減価償却費 3,463

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,438

貸倒引当金の増減額（△は減少） 102

受取利息及び受取配当金 △147

支払利息 587

持分法による投資損益（△は益） △587

売上債権の増減額（△は増加） 113

たな卸資産の増減額（△は増加） 573

未収入金の増減額（△は増加） △126

仕入債務の増減額（△は減少） △845

その他 △417

小計 6,848

利息及び配当金の受取額 598

利息の支払額 △667

法人税等の支払額 △833

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,945

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の純増減額 60

有形固定資産の取得による支出 △2,458

有形固定資産の売却による収入 284

無形固定資産の取得による支出 △216

関係会社株式の取得による支出 △239

少数株主からの関係会社株式の取得による支出 △718

その他 188

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,099

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額 3,207

長期借入れによる収入 40

長期借入金の返済による支出 △203

リース債務の返済による支出 △627

配当金の支払額 △679

その他 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,733

現金及び現金同等物に係る換算差額 441

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,021

現金及び現金同等物の期首残高 9,598

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 406

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 15,026
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．連結範囲に関する事項

の変更

（１）連結の範囲の変更

　当第１四半期連結会計期間より、三共興産株式会社及び株式会社ホンダカーズ高

崎は重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

（２）変更後の連結子会社の数

　55社

２．会計処理基準に関する

事項の変更

（１）「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として総平均法による

原価法によっておりましたが、当第1四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第9号　平成18年7月5日）が適用されたことに伴

い、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）により算定しております。この変更により、営業利益、経常

利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ286百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

（２）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取り扱い」の

適用

　　　　当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取り扱い」（実務対応報告第18号　平成18年5月17日）を適用し、連

結決算上必要な修正を行っております。 この変更により、期首利益剰余金は2,329百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ124百万

円増加しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

（３）「リース取引に関する会計基準」の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引にかかる方

法に準じた会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業

会計基準第13号　平成５年６月17日企業会計審議会第一部会　平成19年3月30日改

正）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

16号　平成６年１月18日、日本公認会計士協会　会計制度委員会　平成19年３月30日

改正）が平成20年４月１日以後開始する連結会計年度にかかる四半期連結財務諸

表から適用することができることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間

からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっておりま

す。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産の減価償却

方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を０とする定額法を採用し

ております。この変更により、営業利益は57百万円増加、経常利益は13百万円増加、

税金等調整前四半期純利益は243百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

３．追加情報 　（機械装置の耐用年数の変更）

　当社及び国内子会社は、法人税法の改正（「所得税法等の一部を改正する法律」

　平成20年４月30日　法律第23号）及び（「減価償却資産の耐用年数等に関する省

令の一部を改正する省令」　平成20年４月30日　財務省令第32号）による法定耐用

年数の短縮を契機として見直しを行い、当第１四半期連結会計期間より一部の機

械装置の耐用年数を変更しております。この変更により、営業利益、経常利益及び

税金等調整前四半期純利益はそれぞれ116百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会

計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっておりま

す。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算していおります。

　なお、法人税等調整額は、「法人税等合計」に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

注１．※６

区分
当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

有形固定資産の減価償却累計額（百万円） 125,855 113,710

注２．※１、※２、※３、※４、※５、※６、※７、※８、※９

担保に供している資産並びに担保付債務は下記のとおりであります。

区分
当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

担保資産   

建物及び構築物（百万円） 169 146

土地（百万円） 1,283 843

預金（百万円） 576 494

その他（百万円） 712 559

計（百万円） 2,741 2,043

担保付債務   

短期借入金（百万円） 549 545

１年以内に返済予定の長期借入金（百万円） 63 24

長期借入金（百万円） 755 135

計（百万円） 1,367 705

注３．偶発債務

連結会社以外の会社で金融機関からの借入金他に対して下記のとおりの債務保証及び保証予約をしております。

前連結会計年度末（平成20年３月31日）

区分 金額

  （百万円）

債務保証 SANDEN AL SALAM LLC （  　25,555　   千米ドル） 2,560

 沈?三電汽車空調有限公司 （    10,000     千人民元） 142

保証予約等
SANPAK ENGINEERING INDUS

TRIES(PVT.)LTD.
（100,000千パキスタンルビー） 160

 計  2,862

　（注）　債務保証及び保証予約は全額外貨建であります。

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）

区分 金額

  （百万円）

債務保証 SANDEN AL SALAM LLC （  　25,555　   千米ドル） 2,719

 沈?三電汽車空調有限公司 （    10,000     千人民元） 155

保証予約等
SANPAK ENGINEERING INDUS

TRIES(PVT.)LTD.
（100,000千パキスタンルビー） 157

 計  3,031

　（注）　債務保証及び保証予約は全額外貨建であります。

　受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高は下記のとおりであります。
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区分
当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度
（平成20年３月31日）

受取手形割引高（百万円） 108 103

受取手形裏書譲渡高（百万円） 17 18

（四半期連結損益計算書関係）

注１．※１

売上割戻引当金繰入額について

　売上高の控除項目として処理しており、その金額は下記のとおりであります。

区分
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

売上割戻引当金繰入額（百万円） 461

注２．※３

販売費及び一般管理費について

　販売費及び一般管理費の主要な費目は、下記のとおりであります。

区分
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

給与（百万円） 4,074

運賃（百万円） 1,120

減価償却費（百万円） 617

賞与引当金繰入額（百万円） 818

アフターサービス引当金繰入額（百万円） 178

役員賞与引当金繰入額（百万円） 14

退職給付費用（百万円） 246

注３．※２、※３

研究開発費

区分
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究

開発費（百万円）
1,500
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

区分
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
  至　平成20年６月30日）

現金及び預金勘定（百万円） 15,039

預金期間が３カ月を超える定期預金（百万円） △36

有価証券勘定に含まれる現金同等物（百万円） 23

現金及び現金同等物（百万円） 15,026

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　140,331千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　3,991千株

３．新株予約権等に関する事項

　ストック・オプションとしての新株予約権

　　新株予約権の四半期連結会計期間末残高　　　親会社　1,898百万円

４．配当に関する事項

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月24日

定時株主総会
普通株式 683 利益剰余金 5 平成20年３月31日 平成20年６月25日
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

 
自動車機器
事業
（百万円）

流通システ
ム事業
（百万円）

その他の事
業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 47,256 16,848 1,654 65,759 － 65,759

(2）セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － － － － －

 計 47,256 16,848 1,654 65,759 － 65,759

 営業利益又は営業損失(△) 4,061 △794 △476 2,789 (779) 2,010

（注）１．事業区分は内部管理上採用している区分によっております。

２．各事業区分の主要製品は次のとおりであります。

(1）自動車機器事業……カーエアコンシステム、カーエアコン用コンプレッサー及び各種自動車部品

(2）流通システム事業…自動販売機各種、冷凍・冷蔵ショーケース各種、大型オープンショーケース各種

(3）その他の事業………エコキュート、セントラル暖房・換気システム、車両

３．金額は消費税等抜きであります。

４．会計方針の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（１）に記載のとおり、当第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を

適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、自動車機器事業において

90百万円、流通システム事業において131百万円、その他の事業において64百万円それぞれ減少しております。

　（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（２）に記載のとおり、当第１四

半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取り扱い」（実

務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比

べて、営業利益が、自動車機器事業において124百万円増加しております。

　（リース取引に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（３）に記載のとおり、「リース

取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号　平成５年６月17日企業会計審議会第一部会　平成19年３月30日

改正)および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号　平成６年１月18日、

日本公認会計士協会　会計制度委員会　平成19年３月30日改正）が平成20年４月１日以後開始する連結会計年

度にかかる四半期連結財務諸表から適用できることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこ

れらの会計基準等を適用し、通常の売買取引にかかる会計処理によっております。また、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引にかかるリース資産の減価償却方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

０とする定額法を採用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、自動車

機器事業において28百万円、流通システム事業において22百万円、その他の事業において６百万円それぞれ増

加しております。

５．追加情報

　（機械装置の耐用年数の変更）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３．に記載のとおり、当社及び一部の

連結子会社は、法人税法の改正（「所得税法等の一部を改正する法律」平成20年４月30日　法律第23号）及び

（「減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令」平成20年４月30日　財務省令第32号）

による法定耐用年数の短縮を契機として見直しを行い、当第１四半期連結会計期間より一部の機械装置の耐

用年数を変更しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、自動車機器事業において104百万円、流通シ

ステム事業において11百万円、その他の事業において１百万円それぞれ減少しております。
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【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

欧州
（百万円）

北米
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 21,048 8,762 26,767 9,180 65,759 － 65,759

(2）
セグメント間の内部売上高

または振替高
20,187 963 1,155 941 23,247 (23,247) －

 計 41,235 9,726 27,922 10,122 89,007 (23,247) 65,759

 営業利益 1,116 474 1,007 316 2,914 (904) 2,010

（注） １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

アジア：シンガポール、台湾、中国、タイ、オーストラリア、マレーシア、インドネシア、フィリピン等

欧　州：フランス、イギリス、ポーランド、イタリア、ドイツ、スペイン等

北　米：アメリカ、メキシコ等

３．金額は消費税等抜きであります。

４．会計方針の変更

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（１）に記載のとおり、当第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を

適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、日本において286百万円

減少しております。

　（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（２）に記載のとおり、当第1四

半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取り扱い」（実

務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比

べて、営業利益が、アジアにおいて１百万円の減少、欧州において134百万円増加、北米において８百万円減少

しております。

　（リース取引に関する会計基準の適用）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（３）に記載のとおり、「リース

取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号　平成５年６月17日企業会計審議会第一部会　平成19年３月30日

改正)および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号　平成６年１月18日、

日本公認会計士協会　会計制度委員会　平成19年３月30日改正）が平成20年４月１日以後開始する連結会計年

度にかかる四半期連結財務諸表から適用できることになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間からこ

れらの会計基準等を適用し、通常の売買取引にかかる会計処理によっております。また、所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引にかかるリース資産の減価償却方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

０とする定額法を採用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、日本に

おいて57百万円増加しております。

５．追加情報

　（機械装置の耐用年数の変更）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」３.に記載のとおり、当社及び一部の連

結子会社は、法人税法の改正（「所得税法等の一部を改正する法律」　平成20年４月30日　法律第23号）及び

（「減価償却資産の耐用年数等に関する省令の一部を改正する省令」平成20年４月30日　財務省令第32号）

による法定耐用年数の短縮を契機として見直しを行い、当第１四半期会計期間より一部の機械装置の耐用年

数を変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、日本において116百

万円減少しております。
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【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　 　 アジア 欧州 北米 計

Ⅰ 海外売上高（百万円） 12,902 24,853 9,368 47,124

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 65,759

Ⅲ

　

連結売上高に占める海外売上高の割

合（％） 19.6 37.8 14.3 71.7

（注） １．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

１）国又は地域の区分方法：地理的近接度によっております。

２）各区分の属する主な国又は地域

アジア：シンガポール、台湾、中国、タイ、オーストラリア、マレーシア、インドネシア、フィリピン等

欧　州：フランス、イギリス、ポーランド、イタリア、ドイツ、スペイン等

北　米：アメリカ、メキシコ等

２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

EDINET提出書類

サンデン株式会社(E01913)

四半期報告書

28/32



（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（平成20年３月31日）

対象物の種類 取引の種類
契約額等
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

通貨関連

為替予約取引 　 　 　

売建    

米ドル 5,543 5,171 372

ユーロ 11,233 11,169 64

その他 10 9 0

商品関連 銅スワップ取引 55 63 8

　（注）１．時価の算定方法

当連結会計年度末日における先物為替相場、商品為替相場によっております。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、注記対象から除いております。

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

通貨関連

為替予約取引 　 　 　

売建    

米ドル 3,724 3,837 △113

ユーロ 7,989 8,344 △355

その他 － － －

商品関連 銅スワップ取引 － － －

　（注）１．時価の算定方法

当第１四半期連結会計期間末における先物為替相場、商品為替相場によっております。

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、注記対象から除いております。
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（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 629円　26銭 １株当たり純資産額 581円　58銭

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純利益

金額
6円　79銭

潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額

潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在し

ないため記載しておりま

せん。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額  

四半期純利益（百万円） 926

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 926

期中平均株式数（株） 136,343,535

　  

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  

四半期純利益調整額（百万円） －

（うち支払利息（税額相当額控除後）） (－)

（うち事務手数料（税額相当額控除後）） (－)

普通株式増加数（株） －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

　－

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月８日

サンデン株式会社

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鈴木　輝夫　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 野村　哲明　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 足立　純一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサンデン株式会社の

第1四半期連結累計期間（平成20年4月1日から平成20年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸

借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明す

ることにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、サンデン株式会社及び連結子会社の平成20年6月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　追記情報

　(1) 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は、当第1四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第9号　平成18年7月5日）を適用している。

　(2) 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は、当第1四半期連結

会計期間より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成5年6月17日（企業会計審議会第一部会）、平

成19年3月30日改正））及び、「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成6年1月18

日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年3月30日改正））を適用している。

　(3) 四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は、当第1四半期連結

会計期間より、「連結財務諸表における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号　平成18年5

月17日）を適用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途

保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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